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平成１２年７月２４日

スリランカ電力セクターの主たる論点スリランカ電力セクターの主たる論点スリランカ電力セクターの主たる論点スリランカ電力セクターの主たる論点

―　ベースラインサーベイ―　ベースラインサーベイ―　ベースラインサーベイ―　ベースラインサーベイ・スタートに際して　―・スタートに際して　―・スタートに際して　―・スタートに際して　―

スリランカは，約６.４万平方ｋｍの国土に１８.６百万人（９７年）の人口を有する。１９９７年時

点のＧＤＰ総額は，１５０億ドル，一人当たり８１６ドルの経済状態。都市人口の集中度は，最大が

コロンボで６２万人，テヒワラ・マウントラビニアで２０万人，ジャフアの１３万人，となっている。

１９９８年末の電力総設備容量は１,６２２ＭＷ，最大電力１,１３７ＭＷ，９８年の総電力需要は５

１.２億ｋＷｈで，設備の構成割合は，水力６９％，火力３１％である。現在，石炭火力４５０ＭＷ，

ガスタービン１５０ＭＷ，水力７０ＭＷ，ディーゼル４０ＭＷを増強中である。

1.1.1.1. 電力セクターの構成と運用電力セクターの構成と運用電力セクターの構成と運用電力セクターの構成と運用

灌漑電力エネルギー省（ＭＩＰＥ）の下に，セイロン電力庁（ＣＥＢ）が，全土の電力供給，発送電

を行っており，配電については全土の８６％をカバーしている。西部・南部の特定地域の配電は，ラ

ンカ配電公社（ＬＥＣＯ）が分担しているが，このＬＥＣＯは，ＣＥＢ及び政府がすべての株式を所

有している。供給の主力を占める水力は，中小規模１５カ所合計１,１３７ＭＷ（Victoria ２１０Ｍ

Ｗ，Kotmale ２０１ＭＷ，Randenigala １２２ＭＷ，Samanalawewa １２０ＭＷ，NewLaxapana

１００ＭＷ，Polpitia ７５ＭＷ，Cayon ６０ＭＷ他），火力は５カ所計２７２.２ＭＷ（Kelanitissa

ＧＴ １２０ＭＷ，SapugaskandaDiesel ８０ＭＷ，KelanitissaＳＴ ５０ＭＷ他）で（９８年の末

時点で新たに約２２０ＭＷが投入された模様，調査の必要），となっている。送電線は，Mahaweli

川の上流，Randenigala 水力発電所付近から，約１００ｋｍの２２ｋＶラインが，コロンボ市まで

敷設されている。１３２ｋＶラインは，長躯南北に，南端の Galle から北端の Kankesantural まで

走っている。

２．今後の電源開発の方向性２．今後の電源開発の方向性２．今後の電源開発の方向性２．今後の電源開発の方向性

殆ど化石燃料の賦存はなく，唯一のエネルギー資源である水力を主体に運用しているが，比較的容易

に開発できる地点は，国内最大の河川 Mahawelli 川の中流及び上流を中心に開発が進み，これ以上
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の大規模な開発は困難と考えられる（調査の必要）。従って，今後の需要増に対処するためには，当

面，ガスタービンやディーゼル発電所の即応的な手段で対応するとしても，中期的には天然ガスの輸

入を可能にしなければならない。このためには，ＬＮＧ基地が必要となるので，そのつなぎとしての

石炭火力を考えねばならないだろう。このような輸入石炭やＬＮＧの高度な国際エネルギー資源を使

用する前に，国内水力をどこまで開発可能なのか，見通しを立てる必要がある。

３．民間資金の導入とその基盤整備３．民間資金の導入とその基盤整備３．民間資金の導入とその基盤整備３．民間資金の導入とその基盤整備

１９９２年以来，電源開発は民間資金を活用すべくＩＰＰ導入の試みが行われているが，必ずしも円

滑には進んでいない。電気料金制度は，他の同じようなレベルの国に比べて，産業用電気料金が高め

に設定されており，この面からはＩＰＰ導入の環境は比較的良好であるが，おそらく，民間資金を受

け入れるための国内法整備の問題とともに，本格的電源の開発のためには，石炭またはＬＮＧの国際

資源を使う必要から，ＬＮＧ基地や港湾等のインフラ整備が前提となるため，民間資金の動きがス

ムーズでないものと思われる。この面からの分析が必要である。

４．送配電のための基盤整備４．送配電のための基盤整備４．送配電のための基盤整備４．送配電のための基盤整備

資源や経済発展への基盤は，日本と酷似したところがあり，人的資源以外に考えられない。外国投資

を呼び込むための，主として首都コロンボのインフラ整備が必須である。送配電網の実情を調査して，

その整備のポイントを把握する必要がある。報告によると，送配電網の現状は比較的整備されている

とのものであるが，送配電ロスが１８％に達しており，インドなどよりは良好であるが，なお改善の

余地がある。ＪＩＣＡによって１９９６年より全国送電網整備に関する報告書がある（内容確認のこ

と）。送配電網設備では，メインテナンス不足や容量不足が原因で，過負荷，電圧低下，力率低下な

どの問題が指摘されており，ＣＥＢ及びＬＥＣＯの分担を明確にして，リハビリが進んでいるものと

報告されている。

５．組織及び制度上の問題点５．組織及び制度上の問題点５．組織及び制度上の問題点５．組織及び制度上の問題点

ＯＥＣＦ報告書によると，誰が供給上の責任を持っているのか明確でないことによる計画立案能力の

不足，ＣＥＢの予算の執行率が４５％というＣＥＢの実施能力の不足，プロジェクトに対する調査精

度の不均一，それがもたらす水力の供給力不足，政府調達手続きの煩雑さ（ＴＥＣ：技術評価委員会，

ＣＡＴＢ：内閣指名入札委員会の二つの審査を経過する必要），環境問題への対処の不適切，ＣＥＢ

の資金不足，民間企業への過度の期待，等が指摘されている。これらの問題のうち，特に，計画能力

不足，実施能力の不足，政府調達手続きの煩雑，の３点については，総合的にレビューして診断し，
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適切なる提言を行い，改善できる余地があるものと考えられる。

６．環境問題への対処６．環境問題への対処６．環境問題への対処６．環境問題への対処

火力設備があまり大きくないので，問題は水力への対応，と云うことであろう。今後，中期的にある

程度国内水力が貢献出来得るとするならば，それらに対する適切な対応なくして，海外資金の協力を

得ることは困難だろう。１９８８年以来，国家環境法が改正されて，環境影響評価制度が導入されて

いる。また，１９９３年にはＵＳＡＩＤによってガイドラインも作成されている。従来までは，アッ

パーコトマレ水力の滝の景観問題以外は，特にその進捗を妨げたものはないが，今後は，住民意識の

高まりとともに，環境に配慮する傾向が高まるものと思われる。従って，調査段階における情報公開，

水没住民に対する対応，等の面で，関係機関を啓蒙して将来に備える必要がある。

７．地方電化の問題７．地方電化の問題７．地方電化の問題７．地方電化の問題

現在の電化率は，全国レベルで４９％と報告されており，地方電化の必要性は高い。特に，全国人口

約１８百万人に対して，首都コロンボの人口がわずかに６０万人であるから，地方に生活を依存して

いる人の比率は高い。現在，ＣＥＢがこれを担当する組織となっているが，経営内容の問題と相まっ

て，必ずしも円滑に進んでいるとは言い難い。特に最近，小水力の他に，風力，太陽光，バイオマス

などの新エネルギーの活用が叫ばれていることから，スリランカにおいても，総合的な調査を実施す

る必要があるものと思われる。

以上
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